
毎年４月１日から翌年３月３１日まで

6月に開催

３月３１日、９月３０日

100株

電子公告によって行います。
http://www.towayakuhin.co.jp/ir/stock/koukoku.html
但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告
ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

東京都千代田区丸の内1丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

〒541-8502
大阪市中央区伏見町3丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
電話：0120-094-777（通話料無料）

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

剰余金の配当の基準日

1 単 元 の 株 式 数

公 告 掲 載 方 法

株主名簿管理人ならびに
特別口座の口座管理機関

同 事務取扱場所
（お問い合せ先）

◎住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
口座を開設されている証券会社等にお申出ください。なお、特別口座に記録
された株式に関する各種お手続きにつきましては、特別口座の口座管理機関
である三菱UFJ信託銀行株式会社にお問い合わせください。

◎未払配当金の支払について
 株主名簿管理人である三菱UFJ信託銀行株式会社にお申し付けください。

〒571-8580　大阪府門真市新橋町2番11号
TEL:06-6900-9100（代表）
http://www.towayakuhin.co.jp
皆様からのアクセスをお待ちしています。

当社は営業所の新設や移転による販売流通網の整備を進め、代理店
63ヵ所・営業所63ヵ所を拠点に、営業・販売活動を行っています
（2016年3月31日時点）。今後も引き続き「東和式直販体制」のさらな
る強化を図ってまいります。

:代理店 :営業所

報道ステーション テレビ朝日系24局ネット
毎週月曜日 21：54-23：10

火曜サプライズ 日本テレビ系28局ネット
毎週火曜日 19：00-19：56

次のテレビ番組を提供しています。

:この半期（2015年10月1日～2016年3月31日）に新設された営業所

東海地区

甲信越地区
●長岡営業所 ●新潟営業所 ●甲府営業所
●長野営業所  ●松本営業所

近畿地区
●滋賀営業所    ●京都営業所 
●京都南営業所  ●福知山営業所
●北大阪営業所 ●大阪営業所
●八尾営業所  ●南大阪営業所 
●奈良営業所    ●神戸営業所
●宝塚営業所 　●姫路営業所
●和歌山営業所

北海道地区
●札幌営業所 ●函館営業所

東北地区
●青森営業所 ●盛岡営業所
●仙台営業所 ●秋田営業所
●山形営業所

●浜松営業所 ●豊橋営業所 ●名古屋営業所
●名古屋南営業所 ●岐阜営業所　●四日市営業所
●松阪営業所 

関東地区
●つくば営業所 ●水戸営業所
●群馬営業所 ●荒川営業所　
●東京中央営業所 ●　飾営業所 
新宿営業所 ●世田谷営業所

●品川営業所 ●練馬営業所 
●昭島営業所 ●府中営業所
●厚木営業所 ●横浜北営業所
●横浜南営業所

中国・四国地区
●鳥取営業所 ●松江営業所 ●福山営業所
●周南営業所 ●高松営業所 ●徳島営業所 
●高知営業所 ●松山営業所 ●宇和島営業所

九州・沖縄地区
●北九州営業所 ●福岡営業所 ●久留米営業所 ●佐賀営業所
●唐津営業所 ●長崎営業所 ●佐世保営業所

★

◎見通しに関する注意事項
当報告書の記載内容のうち、歴史的事実でないものは将来に関する見
通しおよび計画に基づいた将来予測です。これらの将来予測には、リスク
や不確定な要素などの要因が含まれており、実際の成果や業績などは記
載の見通しとは異なる場合がございます。

FSC森林認証紙を使用しています。

株主メモ 営業・販売拠点のご紹介
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業績は、予想通り順調に推移。
需要増に対応し、生産能力の増強に取り組んでいます。

業績の概要

第2四半期累計 通期

第58期（2014年3月期） 第59期（2015年3月期） 第60期（2016年3月期）

業績ハイライト（連結）
売上高（百万円）

追補年度別売上高推移（個別）

経常利益（百万円）
親会社株主に帰属する
当期（四半期）純利益（百万円） 1株当たり当期（四半期）純利益（円）
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82,115百万円

5,613
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9,544
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4,014
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6,201

7,684百万円

239.07

159.51

364.87

118.85

352.61

239.40

654.20

462.57円

POINT 1 POINT 2

当連結会計年度の当社グループの売上高は、82,115百万円とな
り、前連結会計年度比14.9％の増加となり、前連結会計年度に引
き続きＤＰＣ病院、保険薬局を中心に順調に推移いたしました。品目
別では消化性潰瘍用剤ランソプラゾールＯＤ錠や、高脂血症用剤ピ
タバスタチンＣａ・ＯＤ錠など製剤付加価値の高い製品を中心に売上
が増加いたしました。

当連結会計年度の当社グループの経常利益は、10,157百万円と、
前連結会計年度比34.2％の減益となりました。急激な円高により、
原料購入費などに必要な米ドルの為替変動リスクをヘッジすることを
目的とする、デリバティブ取引に係る評価損2,280百万円が発生し
たことが原因です。親会社株主に帰属する当期純利益は、7,684百
万円となり前連結会計年度比30.9％の減益となりました。

売上高 経常利益・当期純利益

ＤＰＣ病院、保険薬局を中心に、2017年
央の数量シェア目標70％に向け順調に
数量シェアが伸びる見込みです。一方、
2016年4月の薬価改定の影響により、
厳しい収益環境が予想されます。以上に
より次連結会計年度は売上高93,500百
万円、営業利益10,500百万円、経常利
益10,350百万円、親会社株主に帰属す
る当期純利益は7,450百万円を見込ん
でおります。

次期の見通し

ごあいさつ

　株主の皆様には、ますますご清栄のこと
とお慶び申し上げます。平素より格別のご
高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　2016年4月に発生した熊本地震による
被災者の皆様には心よりお見舞い申しあ
げます。当社につきましては人的・物的とも
に大きな被害はなく、第61期の業績に与え
る影響は軽微です。被災地の一日でも早
い復興を祈念いたします。
　当社の第60期の事業のご報告（2015
年4月1日から2016年3月31日）をお手元に
お届けいたします。
　当期は6月末に「経済財政運営と改革の
基本方針2015」（骨太方針2015）が閣議決
定されました。それまでのジェネリック医薬品
数量シェア目標である「2018年3月末までに
60％以上」から「2017年央に70％以上とす
るとともに、2018年度から2020年度末までの
間のなるべく早い時期に80％以上」と、より
早く、より高い、新たな数量シェア目標が定
められ、これまで以上に使用促進が期待さ
れる状況にあるとともに、安定供給に対する
責任がこれまでになく大きく、明確になった
年でありました。2015年度第３四半期時点

では数量シェアが56.1％（日本ジェネリック製
薬協会調べ）であるため、80％に向け、今後
も需要は急速に拡大する見込みです。
　当社グループにおいては「信頼性のさら
なる向上」を主要課題とする中期経営計
画2015-2017を期初に策定しました。急速
に拡大する需要に対応し、安定供給責任
を果たすべく、生産能力の増強に取り組ん
でいます。
　当期末の配当金につきましては、親会社
株主に帰属する当期純利益が前期比で
減少に転じたものの、株主の皆様のご支
援にお応えするため、当初計画通り47.50
円（年間1株当たり95 .00円、配当性向
20.5％）といたしました。
　内部留保金につきましては、中長期的
視点からの経営体質の強化、企業価値の
増大を図るために、生産能力増強・効率化
のための設備投資、営業体制の拡充・強
化、研究開発力の充実などに充てさせて
いただきたいと存じます。株主の皆様にお
かれましては、今後とも一層のご支援、ご
鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2016年6月

M e s s a g e  f r o m  t h e  P r e s i d e n t .

代表取締役社長  吉田  逸郎
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が増加いたしました。

当連結会計年度の当社グループの経常利益は、10,157百万円と、
前連結会計年度比34.2％の減益となりました。急激な円高により、
原料購入費などに必要な米ドルの為替変動リスクをヘッジすることを
目的とする、デリバティブ取引に係る評価損2,280百万円が発生し
たことが原因です。親会社株主に帰属する当期純利益は、7,684百
万円となり前連結会計年度比30.9％の減益となりました。

売上高 経常利益・当期純利益

ＤＰＣ病院、保険薬局を中心に、2017年
央の数量シェア目標70％に向け順調に
数量シェアが伸びる見込みです。一方、
2016年4月の薬価改定の影響により、
厳しい収益環境が予想されます。以上に
より次連結会計年度は売上高93,500百
万円、営業利益10,500百万円、経常利
益10,350百万円、親会社株主に帰属す
る当期純利益は7,450百万円を見込ん
でおります。

次期の見通し

ごあいさつ

　株主の皆様には、ますますご清栄のこと
とお慶び申し上げます。平素より格別のご
高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　2016年4月に発生した熊本地震による
被災者の皆様には心よりお見舞い申しあ
げます。当社につきましては人的・物的とも
に大きな被害はなく、第61期の業績に与え
る影響は軽微です。被災地の一日でも早
い復興を祈念いたします。
当社の第60期の事業のご報告（2015

年4月1日から2016年3月31日）をお手元に
お届けいたします。
当期は6月末に「経済財政運営と改革の
基本方針2015」（骨太方針2015）が閣議決
定されました。それまでのジェネリック医薬品
数量シェア目標である「2018年3月末までに
60％以上」から「2017年央に70％以上とす
るとともに、2018年度から2020年度末までの
間のなるべく早い時期に80％以上」と、より
早く、より高い、新たな数量シェア目標が定
められ、これまで以上に使用促進が期待さ
れる状況にあるとともに、安定供給に対する
責任がこれまでになく大きく、明確になった
年でありました。2015年度第３四半期時点

では数量シェアが56.1％（日本ジェネリック製
薬協会調べ）であるため、80％に向け、今後
も需要は急速に拡大する見込みです。
当社グループにおいては「信頼性のさら

なる向上」を主要課題とする中期経営計
画2015-2017を期初に策定しました。急速
に拡大する需要に対応し、安定供給責任
を果たすべく、生産能力の増強に取り組ん
でいます。
　当期末の配当金につきましては、親会社
株主に帰属する当期純利益が前期比で
減少に転じたものの、株主の皆様のご支
援にお応えするため、当初計画通り47.50
円（年間1株当たり95 .00円、配当性向
20.5％）といたしました。
　内部留保金につきましては、中長期的
視点からの経営体質の強化、企業価値の
増大を図るために、生産能力増強・効率化
のための設備投資、営業体制の拡充・強
化、研究開発力の充実などに充てさせて
いただきたいと存じます。株主の皆様にお
かれましては、今後とも一層のご支援、ご
鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2016年6月

M e s s a g e  f r o m  t h e  P r e s i d e n t .

代表取締役社長  吉田  逸郎
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第60期はどのような外部環境の
変化がありましたか。

140億錠に向けた設備投資や
体制について教えてください。
また、140億錠体制下での品質への
対応はいかがでしょうか。

ジェネリック医薬品の数量シェアの
推移と骨太方針2015年の目標値

我が国のジェネリック医薬品の数量シェア※の推移と目標

代表取締役社長 吉田 逸郎

ジェネリック医薬品
80％時代に向け、
覚悟を持って未来に進む

　第60期は、６月末に「経済財政運営と改革の基
本方針2015」（骨太方針2015）が閣議決定さ
れ、前期に続きジェネリック医薬品を取り巻く環
境が大きく変化した1年でした。この骨太方針

2015において、ジェネリック医薬品の数量シェア
を「2017年央に70％以上、2018年度から2020
年度末までの間のなるべく早い時期に80％以
上」とする目標が掲げられ、ジェネリック医薬品産
業の役割がこれまでになく大きくなりました。
　今期がスタートした時は、ジェネリック医薬品
の数量シェア目標を「2018年3月末までに60％

以上」とする「後発医薬品のさらなる使用促進の
ためのロードマップ」に沿った安定供給体制を構
築するため、75億錠から125億錠の生産能力
（岡山工場50億錠、山形工場50億錠、大阪工場
25億錠）に向けて岡山・山形の2工場の増改築お
よび新棟建設の計画を進めていましたが、骨太
方針2015に対応するため計画を見直しました。
計画変更に当たっては、山形工場の生産能力を
当初予定していた50億錠から、さらに15億錠増
やした65億錠に計画を変更。３工場で140億錠
体制に向けた目途がつきました。また東西物流セ
ンターの保管能力も増強し、物流機能において
も安定供給体制を推し進めています。

ジェネリック医薬品の数量シェア70％時代に
おいて、安定供給の使命を果たすのはもちろん、
患者様や国から求められている期待にしっかりと

応えていくために、現在の当社シェアの約1.5倍
まで対応可能となる140億錠の生産体制を目指
しています。
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　岡山・山形の２工場の工事は完了まで１年半ほ
ど時間がかかるため、2017年央には間に合いま
せんが、現在２交代制としている生産体制を３交
代制へ切り替えるなどして、140億錠体制が整う
までは一時的に対応し、安定供給を実現し続け
ます。今後到来するジェネリック医薬品の数量
シェア80％以上の時代では、さらに高い生産能
力が求められますが、外部環境の変化や市場の
ニーズを注視しながら的確に判断していきます。
これらのために中期経営計画の期間中に793
億円の設備投資を予定しています。また、それに伴
い人員の確保も同時に進めていくことで、安定供
給体制を構築していきます。これには、「必要とさ
れるジェネリック医薬品を安定的に届ける」という
使命感のもと、覚悟を持って取り組んでいます。
　そもそもジェネリック医薬品の普及は、医療費の
効率化を通じて限られた医療費資源の有効活用を
図り、国民医療を守ることにつながります。そのた
め、当社が生産能力を増強していくことは、社会的
な要請に応えるという非常に重要な意味を持って
います。会社として売上と利益を求めることは当然
ですが、国の方針や社会的要請に応えていくとい
うことも当社の果たすべき役割だと考えています。

　製品の品質に関しては、生産のスケールを大
きくする場合も、国の定めた基準に従って審査さ
れ、承認を受けています。したがって、生産する

数量が増えたからといって、その品質が落ちるこ
とは決してありません。
　安定供給のために欠かせない原薬の調達に関
しては、仕入れ先を複数に分ける「複数購買化」
を当社は早くから進めています。これは現在では
原薬の安定確保の観点から業界全体で推奨され
ている取り組みで、達成率は業界の平均より高
い数値を誇っています。複数購買化により何らか
の要因で一方の仕入れ先が利用できなくなった
としても、もう一方の仕入れ先から原薬を調達す
ることが可能です。
また、グループ会社に原薬の製造を行う「大地

化成」があるため、原薬の一部をグループ内で調
達することが可能です。さらに自社で原薬の合
成プロセスを確立することで、原薬を他社に製
造委託する際も、当社の基準に合致した確かな
品質の原薬を作ってもらうことができます。

　営業体制の改革を行い、より営業活動に集中

できるように環境を整えました。これまで営業所
長が１人で行ってきた営業所運営業務とＭＲの
マネジメント業務を分割。「エリアマネージャー」
がＭＲのマネジメント業務、「営業所長」が営業所
の運営業務と、業務を分掌することで、「攻めと
守り」の体制を構築しました。新体制のもとで
は、エリアマネージャーはMRのマネジメントや
営業活動に専念し、エリア内での戦略を立てる

ことで、医療機関などへの訪問の回数や情報提
供の質の向上などが期待できます。
　付加価値技術に関しては、より一層の強化を
図っていきます。特に、RACTAB（ラクタブ）技術
を用いた水なしでも飲めるＯＤ錠（口腔内崩壊
錠）は、嚥下機能が低下した方やくすりを飲みこ
むことが苦手な方にとって、大いに価値を感じて
いただける製剤だと思います。さらに光・熱・湿気
に対して安定しており、ニガみがないといったよ
うな技術を追求する。そうすることで、価格競争
に巻き込まれることなく、付加価値で選んでもら
えるようになり、適正な価格で販売することがで
きます。2016年６月時点で当社のＯＤ錠は61品
目ですが、2018年３月までに90品目以上とする
ことを計画しています。
また、現在、東京大学と原薬に関する共同研究

も進めています。粒子径や結晶形をその製剤に
あった理想的な大きさ、形にする技術で、これに
より飲みやすいくすりの開発を手掛けたいと考
えています。これが確立できれば、ジェネリック医
薬品のイノベーションが期待でき、その先にこ
そ、「製品総合力№１の製品づくり」を掲げる東和
薬品の未来があると考えています。

　国のジェネリック医薬品の使用促進という追い
風を受けて、今後も売上が右肩上がりになること
を目指しております。しかしその一方で、将来に
向けて、設備投資やイノベーションへの投資が必
要になります。そのため、売上の伸びほど利益の
伸びが期待できない状況が、今後2、3年続いて
いくと思われます。しかし、この2、3年は東和薬品
という会社が国内でのシェアを上昇させ、将来に
向けた新たな事業を育てていくための投資を行
う重要な時期です。当社は、国内はもちろん世界
でも通用する製品づくりを自信を持って進めて
います。東和薬品の未来をより確かなものとする
ために、今は未来に向けた布石を打っている状況
だとご理解いただければ幸いです。これからも、
事業を継続し、社会の要請に応えるために、当社
は覚悟を持って未来に進んでいきます。
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先発医薬品と比べ低価格なジェネリック医薬品
の普及が、患者負担の軽減や医療保険財政の改
善に資することから、国は2018年度から2020
年度末までの間のなるべく早い時期に数量シェ
アを80％以上とする目標を定めています。
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「ジェネリック医薬品」を分母とした「ジェネリック医薬品」の
数量シェアをいう（厚生労働省調べ）

2009年
9月

2011年
9月

2013年
9月

2015年
9月

2017年
6月末

2018年
4月

2020年
年度末

34.9% 35.8%
39.9%

46.9%

70%
80%

56.2%



第60期はどのような外部環境の
変化がありましたか。

140億錠に向けた設備投資や
体制について教えてください。
また、140億錠体制下での品質への
対応はいかがでしょうか。

ジェネリック医薬品の数量シェアの
推移と骨太方針2015年の目標値

我が国のジェネリック医薬品の数量シェア※の推移と目標

代表取締役社長 吉田 逸郎

ジェネリック医薬品
80％時代に向け、
覚悟を持って未来に進む

　第60期は、６月末に「経済財政運営と改革の基
本方針2015」（骨太方針2015）が閣議決定さ
れ、前期に続きジェネリック医薬品を取り巻く環
境が大きく変化した1年でした。この骨太方針

2015において、ジェネリック医薬品の数量シェア
を「2017年央に70％以上、2018年度から2020
年度末までの間のなるべく早い時期に80％以
上」とする目標が掲げられ、ジェネリック医薬品産
業の役割がこれまでになく大きくなりました。
　今期がスタートした時は、ジェネリック医薬品
の数量シェア目標を「2018年3月末までに60％

以上」とする「後発医薬品のさらなる使用促進の
ためのロードマップ」に沿った安定供給体制を構
築するため、75億錠から125億錠の生産能力
（岡山工場50億錠、山形工場50億錠、大阪工場
25億錠）に向けて岡山・山形の2工場の増改築お
よび新棟建設の計画を進めていましたが、骨太
方針2015に対応するため計画を見直しました。
計画変更に当たっては、山形工場の生産能力を
当初予定していた50億錠から、さらに15億錠増
やした65億錠に計画を変更。３工場で140億錠
体制に向けた目途がつきました。また東西物流セ
ンターの保管能力も増強し、物流機能において
も安定供給体制を推し進めています。

　ジェネリック医薬品の数量シェア70％時代に
おいて、安定供給の使命を果たすのはもちろん、
患者様や国から求められている期待にしっかりと

応えていくために、現在の当社シェアの約1.5倍
まで対応可能となる140億錠の生産体制を目指
しています。
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　岡山・山形の２工場の工事は完了まで１年半ほ
ど時間がかかるため、2017年央には間に合いま
せんが、現在２交代制としている生産体制を３交
代制へ切り替えるなどして、140億錠体制が整う
までは一時的に対応し、安定供給を実現し続け
ます。今後到来するジェネリック医薬品の数量
シェア80％以上の時代では、さらに高い生産能
力が求められますが、外部環境の変化や市場の
ニーズを注視しながら的確に判断していきます。
これらのために中期経営計画の期間中に793
億円の設備投資を予定しています。また、それに伴
い人員の確保も同時に進めていくことで、安定供
給体制を構築していきます。これには、「必要とさ
れるジェネリック医薬品を安定的に届ける」という
使命感のもと、覚悟を持って取り組んでいます。
　そもそもジェネリック医薬品の普及は、医療費の
効率化を通じて限られた医療費資源の有効活用を
図り、国民医療を守ることにつながります。そのた
め、当社が生産能力を増強していくことは、社会的
な要請に応えるという非常に重要な意味を持って
います。会社として売上と利益を求めることは当然
ですが、国の方針や社会的要請に応えていくとい
うことも当社の果たすべき役割だと考えています。

　製品の品質に関しては、生産のスケールを大
きくする場合も、国の定めた基準に従って審査さ
れ、承認を受けています。したがって、生産する

数量が増えたからといって、その品質が落ちるこ
とは決してありません。
　安定供給のために欠かせない原薬の調達に関
しては、仕入れ先を複数に分ける「複数購買化」
を当社は早くから進めています。これは現在では
原薬の安定確保の観点から業界全体で推奨され
ている取り組みで、達成率は業界の平均より高
い数値を誇っています。複数購買化により何らか
の要因で一方の仕入れ先が利用できなくなった
としても、もう一方の仕入れ先から原薬を調達す
ることが可能です。
また、グループ会社に原薬の製造を行う「大地

化成」があるため、原薬の一部をグループ内で調
達することが可能です。さらに自社で原薬の合
成プロセスを確立することで、原薬を他社に製
造委託する際も、当社の基準に合致した確かな
品質の原薬を作ってもらうことができます。

　営業体制の改革を行い、より営業活動に集中

できるように環境を整えました。これまで営業所
長が１人で行ってきた営業所運営業務とＭＲの
マネジメント業務を分割。「エリアマネージャー」
がＭＲのマネジメント業務、「営業所長」が営業所
の運営業務と、業務を分掌することで、「攻めと
守り」の体制を構築しました。新体制のもとで
は、エリアマネージャーはMRのマネジメントや
営業活動に専念し、エリア内での戦略を立てる

ことで、医療機関などへの訪問の回数や情報提
供の質の向上などが期待できます。
　付加価値技術に関しては、より一層の強化を
図っていきます。特に、RACTAB（ラクタブ）技術
を用いた水なしでも飲めるＯＤ錠（口腔内崩壊
錠）は、嚥下機能が低下した方やくすりを飲みこ
むことが苦手な方にとって、大いに価値を感じて
いただける製剤だと思います。さらに光・熱・湿気
に対して安定しており、ニガみがないといったよ
うな技術を追求する。そうすることで、価格競争
に巻き込まれることなく、付加価値で選んでもら
えるようになり、適正な価格で販売することがで
きます。2016年６月時点で当社のＯＤ錠は61品
目ですが、2018年３月までに90品目以上とする
ことを計画しています。
また、現在、東京大学と原薬に関する共同研究

も進めています。粒子径や結晶形をその製剤に
あった理想的な大きさ、形にする技術で、これに
より飲みやすいくすりの開発を手掛けたいと考
えています。これが確立できれば、ジェネリック医
薬品のイノベーションが期待でき、その先にこ
そ、「製品総合力№１の製品づくり」を掲げる東和
薬品の未来があると考えています。

　国のジェネリック医薬品の使用促進という追い
風を受けて、今後も売上が右肩上がりになること
を目指しております。しかしその一方で、将来に
向けて、設備投資やイノベーションへの投資が必
要になります。そのため、売上の伸びほど利益の
伸びが期待できない状況が、今後2、3年続いて
いくと思われます。しかし、この2、3年は東和薬品
という会社が国内でのシェアを上昇させ、将来に
向けた新たな事業を育てていくための投資を行
う重要な時期です。当社は、国内はもちろん世界
でも通用する製品づくりを自信を持って進めて
います。東和薬品の未来をより確かなものとする
ために、今は未来に向けた布石を打っている状況
だとご理解いただければ幸いです。これからも、
事業を継続し、社会の要請に応えるために、当社
は覚悟を持って未来に進んでいきます。
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T O P  I N T E R V I E W特　集

先発医薬品と比べ低価格なジェネリック医薬品
の普及が、患者負担の軽減や医療保険財政の改
善に資することから、国は2018年度から2020
年度末までの間のなるべく早い時期に数量シェ
アを80％以上とする目標を定めています。
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営業体制の改革、研究および
付加価値技術について教えてください。

生産能力増強に伴い、
保管能力も増強

▶生産能力の増強

▶保管能力の増強

　第60期は、６月末に「経済財政運営と改革の基
本方針2015」（骨太方針2015）が閣議決定さ
れ、前期に続きジェネリック医薬品を取り巻く環
境が大きく変化した1年でした。この骨太方針

2015において、ジェネリック医薬品の数量シェア
を「2017年央に70％以上、2018年度から2020
年度末までの間のなるべく早い時期に80％以
上」とする目標が掲げられ、ジェネリック医薬品産
業の役割がこれまでになく大きくなりました。
　今期がスタートした時は、ジェネリック医薬品
の数量シェア目標を「2018年3月末までに60％

以上」とする「後発医薬品のさらなる使用促進の
ためのロードマップ」に沿った安定供給体制を構
築するため、75億錠から125億錠の生産能力
（岡山工場50億錠、山形工場50億錠、大阪工場
25億錠）に向けて岡山・山形の2工場の増改築お
よび新棟建設の計画を進めていましたが、骨太
方針2015に対応するため計画を見直しました。
計画変更に当たっては、山形工場の生産能力を
当初予定していた50億錠から、さらに15億錠増
やした65億錠に計画を変更。３工場で140億錠
体制に向けた目途がつきました。また東西物流セ
ンターの保管能力も増強し、物流機能において
も安定供給体制を推し進めています。

ジェネリック医薬品の数量シェア70％時代に
おいて、安定供給の使命を果たすのはもちろん、
患者様や国から求められている期待にしっかりと

応えていくために、現在の当社シェアの約1.5倍
まで対応可能となる140億錠の生産体制を目指
しています。

　岡山・山形の２工場の工事は完了まで１年半ほ
ど時間がかかるため、2017年央には間に合いま
せんが、現在２交代制としている生産体制を３交
代制へ切り替えるなどして、140億錠体制が整う
までは一時的に対応し、安定供給を実現し続け
ます。今後到来するジェネリック医薬品の数量
シェア80％以上の時代では、さらに高い生産能
力が求められますが、外部環境の変化や市場の
ニーズを注視しながら的確に判断していきます。
これらのために中期経営計画の期間中に793
億円の設備投資を予定しています。また、それに伴
い人員の確保も同時に進めていくことで、安定供
給体制を構築していきます。これには、「必要とさ
れるジェネリック医薬品を安定的に届ける」という
使命感のもと、覚悟を持って取り組んでいます。
　そもそもジェネリック医薬品の普及は、医療費の
効率化を通じて限られた医療費資源の有効活用を
図り、国民医療を守ることにつながります。そのた
め、当社が生産能力を増強していくことは、社会的
な要請に応えるという非常に重要な意味を持って
います。会社として売上と利益を求めることは当然
ですが、国の方針や社会的要請に応えていくとい
うことも当社の果たすべき役割だと考えています。

　製品の品質に関しては、生産のスケールを大
きくする場合も、国の定めた基準に従って審査さ
れ、承認を受けています。したがって、生産する

数量が増えたからといって、その品質が落ちるこ
とは決してありません。
　安定供給のために欠かせない原薬の調達に関
しては、仕入れ先を複数に分ける「複数購買化」
を当社は早くから進めています。これは現在では
原薬の安定確保の観点から業界全体で推奨され
ている取り組みで、達成率は業界の平均より高
い数値を誇っています。複数購買化により何らか
の要因で一方の仕入れ先が利用できなくなった
としても、もう一方の仕入れ先から原薬を調達す
ることが可能です。
また、グループ会社に原薬の製造を行う「大地

化成」があるため、原薬の一部をグループ内で調
達することが可能です。さらに自社で原薬の合
成プロセスを確立することで、原薬を他社に製
造委託する際も、当社の基準に合致した確かな
品質の原薬を作ってもらうことができます。

　営業体制の改革を行い、より営業活動に集中

できるように環境を整えました。これまで営業所
長が１人で行ってきた営業所運営業務とＭＲの
マネジメント業務を分割。「エリアマネージャー」
がＭＲのマネジメント業務、「営業所長」が営業所
の運営業務と、業務を分掌することで、「攻めと
守り」の体制を構築しました。新体制のもとで
は、エリアマネージャーはMRのマネジメントや
営業活動に専念し、エリア内での戦略を立てる

www.towayakuhin.co.jp 0605   TOWA REPORT

ことで、医療機関などへの訪問の回数や情報提
供の質の向上などが期待できます。
　付加価値技術に関しては、より一層の強化を
図っていきます。特に、RACTAB（ラクタブ）技術
を用いた水なしでも飲めるＯＤ錠（口腔内崩壊
錠）は、嚥下機能が低下した方やくすりを飲みこ
むことが苦手な方にとって、大いに価値を感じて
いただける製剤だと思います。さらに光・熱・湿気
に対して安定しており、ニガみがないといったよ
うな技術を追求する。そうすることで、価格競争
に巻き込まれることなく、付加価値で選んでもら
えるようになり、適正な価格で販売することがで
きます。2016年６月時点で当社のＯＤ錠は61品
目ですが、2018年３月までに90品目以上とする
ことを計画しています。
また、現在、東京大学と原薬に関する共同研究

も進めています。粒子径や結晶形をその製剤に
あった理想的な大きさ、形にする技術で、これに
より飲みやすいくすりの開発を手掛けたいと考
えています。これが確立できれば、ジェネリック医
薬品のイノベーションが期待でき、その先にこ
そ、「製品総合力№１の製品づくり」を掲げる東和
薬品の未来があると考えています。

　国のジェネリック医薬品の使用促進という追い
風を受けて、今後も売上が右肩上がりになること
を目指しております。しかしその一方で、将来に
向けて、設備投資やイノベーションへの投資が必
要になります。そのため、売上の伸びほど利益の
伸びが期待できない状況が、今後2、3年続いて
いくと思われます。しかし、この2、3年は東和薬品
という会社が国内でのシェアを上昇させ、将来に
向けた新たな事業を育てていくための投資を行
う重要な時期です。当社は、国内はもちろん世界
でも通用する製品づくりを自信を持って進めて
います。東和薬品の未来をより確かなものとする
ために、今は未来に向けた布石を打っている状況
だとご理解いただければ幸いです。これからも、
事業を継続し、社会の要請に応えるために、当社
は覚悟を持って未来に進んでいきます。

Q3 >>

生産能力増強に伴い、東西物流センターの
保管能力の増強も進めています。東日本物
流センターは現在山形工場に併設しており
保管能力の増強が難しいため、近隣に移転
し、保管能力を増強いたします。

COLUMN 02

T O P  I N T E R V I E W特　集

大阪工場 25億錠
増強前 増強後

増強後

25億錠

岡山工場 25億錠 50億錠

山形工場 25億錠 65億錠

合計 75億錠 140億錠

東日本物流センター 約11,500
パレット

約14,000
パレット

西日本物流センター 約6,000
パレット

約14,000
パレット

合計 約17,500
パレット

約28,000
パレット

増強前
※

※山形工場と共用



営業体制の改革、研究および
付加価値技術について教えてください。

生産能力増強に伴い、
保管能力も増強

▶生産能力の増強

▶保管能力の増強

　第60期は、６月末に「経済財政運営と改革の基
本方針2015」（骨太方針2015）が閣議決定さ
れ、前期に続きジェネリック医薬品を取り巻く環
境が大きく変化した1年でした。この骨太方針

2015において、ジェネリック医薬品の数量シェア
を「2017年央に70％以上、2018年度から2020
年度末までの間のなるべく早い時期に80％以
上」とする目標が掲げられ、ジェネリック医薬品産
業の役割がこれまでになく大きくなりました。
　今期がスタートした時は、ジェネリック医薬品
の数量シェア目標を「2018年3月末までに60％

以上」とする「後発医薬品のさらなる使用促進の
ためのロードマップ」に沿った安定供給体制を構
築するため、75億錠から125億錠の生産能力
（岡山工場50億錠、山形工場50億錠、大阪工場
25億錠）に向けて岡山・山形の2工場の増改築お
よび新棟建設の計画を進めていましたが、骨太
方針2015に対応するため計画を見直しました。
計画変更に当たっては、山形工場の生産能力を
当初予定していた50億錠から、さらに15億錠増
やした65億錠に計画を変更。３工場で140億錠
体制に向けた目途がつきました。また東西物流セ
ンターの保管能力も増強し、物流機能において
も安定供給体制を推し進めています。

ジェネリック医薬品の数量シェア70％時代に
おいて、安定供給の使命を果たすのはもちろん、
患者様や国から求められている期待にしっかりと

応えていくために、現在の当社シェアの約1.5倍
まで対応可能となる140億錠の生産体制を目指
しています。

　岡山・山形の２工場の工事は完了まで１年半ほ
ど時間がかかるため、2017年央には間に合いま
せんが、現在２交代制としている生産体制を３交
代制へ切り替えるなどして、140億錠体制が整う
までは一時的に対応し、安定供給を実現し続け
ます。今後到来するジェネリック医薬品の数量
シェア80％以上の時代では、さらに高い生産能
力が求められますが、外部環境の変化や市場の
ニーズを注視しながら的確に判断していきます。
これらのために中期経営計画の期間中に793
億円の設備投資を予定しています。また、それに伴
い人員の確保も同時に進めていくことで、安定供
給体制を構築していきます。これには、「必要とさ
れるジェネリック医薬品を安定的に届ける」という
使命感のもと、覚悟を持って取り組んでいます。
　そもそもジェネリック医薬品の普及は、医療費の
効率化を通じて限られた医療費資源の有効活用を
図り、国民医療を守ることにつながります。そのた
め、当社が生産能力を増強していくことは、社会的
な要請に応えるという非常に重要な意味を持って
います。会社として売上と利益を求めることは当然
ですが、国の方針や社会的要請に応えていくとい
うことも当社の果たすべき役割だと考えています。

　製品の品質に関しては、生産のスケールを大
きくする場合も、国の定めた基準に従って審査さ
れ、承認を受けています。したがって、生産する

数量が増えたからといって、その品質が落ちるこ
とは決してありません。
　安定供給のために欠かせない原薬の調達に関
しては、仕入れ先を複数に分ける「複数購買化」
を当社は早くから進めています。これは現在では
原薬の安定確保の観点から業界全体で推奨され
ている取り組みで、達成率は業界の平均より高
い数値を誇っています。複数購買化により何らか
の要因で一方の仕入れ先が利用できなくなった
としても、もう一方の仕入れ先から原薬を調達す
ることが可能です。
　また、グループ会社に原薬の製造を行う「大地
化成」があるため、原薬の一部をグループ内で調
達することが可能です。さらに自社で原薬の合
成プロセスを確立することで、原薬を他社に製
造委託する際も、当社の基準に合致した確かな
品質の原薬を作ってもらうことができます。

　営業体制の改革を行い、より営業活動に集中

できるように環境を整えました。これまで営業所
長が１人で行ってきた営業所運営業務とＭＲの
マネジメント業務を分割。「エリアマネージャー」
がＭＲのマネジメント業務、「営業所長」が営業所
の運営業務と、業務を分掌することで、「攻めと
守り」の体制を構築しました。新体制のもとで
は、エリアマネージャーはMRのマネジメントや
営業活動に専念し、エリア内での戦略を立てる
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ことで、医療機関などへの訪問の回数や情報提
供の質の向上などが期待できます。
　付加価値技術に関しては、より一層の強化を
図っていきます。特に、RACTAB（ラクタブ）技術
を用いた水なしでも飲めるＯＤ錠（口腔内崩壊
錠）は、嚥下機能が低下した方やくすりを飲みこ
むことが苦手な方にとって、大いに価値を感じて
いただける製剤だと思います。さらに光・熱・湿気
に対して安定しており、ニガみがないといったよ
うな技術を追求する。そうすることで、価格競争
に巻き込まれることなく、付加価値で選んでもら
えるようになり、適正な価格で販売することがで
きます。2016年６月時点で当社のＯＤ錠は61品
目ですが、2018年３月までに90品目以上とする
ことを計画しています。
また、現在、東京大学と原薬に関する共同研究

も進めています。粒子径や結晶形をその製剤に
あった理想的な大きさ、形にする技術で、これに
より飲みやすいくすりの開発を手掛けたいと考
えています。これが確立できれば、ジェネリック医
薬品のイノベーションが期待でき、その先にこ
そ、「製品総合力№１の製品づくり」を掲げる東和
薬品の未来があると考えています。

　国のジェネリック医薬品の使用促進という追い
風を受けて、今後も売上が右肩上がりになること
を目指しております。しかしその一方で、将来に
向けて、設備投資やイノベーションへの投資が必
要になります。そのため、売上の伸びほど利益の
伸びが期待できない状況が、今後2、3年続いて
いくと思われます。しかし、この2、3年は東和薬品
という会社が国内でのシェアを上昇させ、将来に
向けた新たな事業を育てていくための投資を行
う重要な時期です。当社は、国内はもちろん世界
でも通用する製品づくりを自信を持って進めて
います。東和薬品の未来をより確かなものとする
ために、今は未来に向けた布石を打っている状況
だとご理解いただければ幸いです。これからも、
事業を継続し、社会の要請に応えるために、当社
は覚悟を持って未来に進んでいきます。

Q3 >>

生産能力増強に伴い、東西物流センターの
保管能力の増強も進めています。東日本物
流センターは現在山形工場に併設しており
保管能力の増強が難しいため、近隣に移転
し、保管能力を増強いたします。

COLUMN 02

T O P  I N T E R V I E W特　集

大阪工場 25億錠
増強前 増強後

増強後

25億錠

岡山工場 25億錠 50億錠

山形工場 25億錠 65億錠

合計 75億錠 140億錠

東日本物流センター 約11,500
パレット

約14,000
パレット

西日本物流センター 約6,000
パレット

約14,000
パレット

合計 約17,500
パレット

約28,000
パレット

増強前
※

※山形工場と共用



株主さまへのメッセージを
お願いします。

　第60期は、６月末に「経済財政運営と改革の基
本方針2015」（骨太方針2015）が閣議決定さ
れ、前期に続きジェネリック医薬品を取り巻く環
境が大きく変化した1年でした。この骨太方針

2015において、ジェネリック医薬品の数量シェア
を「2017年央に70％以上、2018年度から2020
年度末までの間のなるべく早い時期に80％以
上」とする目標が掲げられ、ジェネリック医薬品産
業の役割がこれまでになく大きくなりました。
　今期がスタートした時は、ジェネリック医薬品
の数量シェア目標を「2018年3月末までに60％

以上」とする「後発医薬品のさらなる使用促進の
ためのロードマップ」に沿った安定供給体制を構
築するため、75億錠から125億錠の生産能力
（岡山工場50億錠、山形工場50億錠、大阪工場
25億錠）に向けて岡山・山形の2工場の増改築お
よび新棟建設の計画を進めていましたが、骨太
方針2015に対応するため計画を見直しました。
計画変更に当たっては、山形工場の生産能力を
当初予定していた50億錠から、さらに15億錠増
やした65億錠に計画を変更。３工場で140億錠
体制に向けた目途がつきました。また東西物流セ
ンターの保管能力も増強し、物流機能において
も安定供給体制を推し進めています。

ジェネリック医薬品の数量シェア70％時代に
おいて、安定供給の使命を果たすのはもちろん、
患者様や国から求められている期待にしっかりと

応えていくために、現在の当社シェアの約1.5倍
まで対応可能となる140億錠の生産体制を目指
しています。

　岡山・山形の２工場の工事は完了まで１年半ほ
ど時間がかかるため、2017年央には間に合いま
せんが、現在２交代制としている生産体制を３交
代制へ切り替えるなどして、140億錠体制が整う
までは一時的に対応し、安定供給を実現し続け
ます。今後到来するジェネリック医薬品の数量
シェア80％以上の時代では、さらに高い生産能
力が求められますが、外部環境の変化や市場の
ニーズを注視しながら的確に判断していきます。
これらのために中期経営計画の期間中に793
億円の設備投資を予定しています。また、それに伴
い人員の確保も同時に進めていくことで、安定供
給体制を構築していきます。これには、「必要とさ
れるジェネリック医薬品を安定的に届ける」という
使命感のもと、覚悟を持って取り組んでいます。
　そもそもジェネリック医薬品の普及は、医療費の
効率化を通じて限られた医療費資源の有効活用を
図り、国民医療を守ることにつながります。そのた
め、当社が生産能力を増強していくことは、社会的
な要請に応えるという非常に重要な意味を持って
います。会社として売上と利益を求めることは当然
ですが、国の方針や社会的要請に応えていくとい
うことも当社の果たすべき役割だと考えています。

　製品の品質に関しては、生産のスケールを大
きくする場合も、国の定めた基準に従って審査さ
れ、承認を受けています。したがって、生産する

数量が増えたからといって、その品質が落ちるこ
とは決してありません。
　安定供給のために欠かせない原薬の調達に関
しては、仕入れ先を複数に分ける「複数購買化」
を当社は早くから進めています。これは現在では
原薬の安定確保の観点から業界全体で推奨され
ている取り組みで、達成率は業界の平均より高
い数値を誇っています。複数購買化により何らか
の要因で一方の仕入れ先が利用できなくなった
としても、もう一方の仕入れ先から原薬を調達す
ることが可能です。
また、グループ会社に原薬の製造を行う「大地

化成」があるため、原薬の一部をグループ内で調
達することが可能です。さらに自社で原薬の合
成プロセスを確立することで、原薬を他社に製
造委託する際も、当社の基準に合致した確かな
品質の原薬を作ってもらうことができます。

　営業体制の改革を行い、より営業活動に集中

できるように環境を整えました。これまで営業所
長が１人で行ってきた営業所運営業務とＭＲの
マネジメント業務を分割。「エリアマネージャー」
がＭＲのマネジメント業務、「営業所長」が営業所
の運営業務と、業務を分掌することで、「攻めと
守り」の体制を構築しました。新体制のもとで
は、エリアマネージャーはMRのマネジメントや
営業活動に専念し、エリア内での戦略を立てる

ことで、医療機関などへの訪問の回数や情報提
供の質の向上などが期待できます。
　付加価値技術に関しては、より一層の強化を
図っていきます。特に、RACTAB（ラクタブ）技術
を用いた水なしでも飲めるＯＤ錠（口腔内崩壊
錠）は、嚥下機能が低下した方やくすりを飲みこ
むことが苦手な方にとって、大いに価値を感じて
いただける製剤だと思います。さらに光・熱・湿気
に対して安定しており、ニガみがないといったよ
うな技術を追求する。そうすることで、価格競争
に巻き込まれることなく、付加価値で選んでもら
えるようになり、適正な価格で販売することがで
きます。2016年６月時点で当社のＯＤ錠は61品
目ですが、2018年３月までに90品目以上とする
ことを計画しています。
　また、現在、東京大学と原薬に関する共同研究
も進めています。粒子径や結晶形をその製剤に
あった理想的な大きさ、形にする技術で、これに
より飲みやすいくすりの開発を手掛けたいと考
えています。これが確立できれば、ジェネリック医
薬品のイノベーションが期待でき、その先にこ
そ、「製品総合力№１の製品づくり」を掲げる東和
薬品の未来があると考えています。

　国のジェネリック医薬品の使用促進という追い
風を受けて、今後も売上が右肩上がりになること
を目指しております。しかしその一方で、将来に
向けて、設備投資やイノベーションへの投資が必
要になります。そのため、売上の伸びほど利益の
伸びが期待できない状況が、今後2、3年続いて
いくと思われます。しかし、この2、3年は東和薬品
という会社が国内でのシェアを上昇させ、将来に
向けた新たな事業を育てていくための投資を行
う重要な時期です。当社は、国内はもちろん世界
でも通用する製品づくりを自信を持って進めて
います。東和薬品の未来をより確かなものとする
ために、今は未来に向けた布石を打っている状況
だとご理解いただければ幸いです。これからも、
事業を継続し、社会の要請に応えるために、当社
は覚悟を持って未来に進んでいきます。
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Q4 >>

T O P  I N T E R V I E W特　集

東和薬品の、センタク。

おすすめ
コンテンツ

ジェネリックかんたん検索

みんなの“センタク”を応援するサイト

人生の“センタク”の岐路に立つ、すべての人に

夏
は
ネ
バ
ネ
バ
で

乗
り
切
ろ
う

みんなの“センタク”を応援するサイト「ワタシの、センタク。」から、これからの暑い夏に役立つ
食の情報やそのほかのおすすめのコンテンツをご紹介。

暑い国からやってきたネバネバ野菜

ワタシの、センタク 検索

ネバネバ成分のある夏の食材を使ったレシピのほか、旬の食材を使って簡単にできる
レシピを「今日の献立を、センタク。」でご紹介しています。

これから始まる暑さ厳しい夏は、冷たいも
のの取り過ぎで消化器官も弱りがち。食欲も
減退するこの時期を乗り切る知恵は、世界の
暑い地域をルーツに持つ野菜たちに学ぶの
が良さそうです。
暑くなってくると美味しい夏野菜のうち、

モロヘイヤ、オクラ、つるむらさき、金時草な
どはネバネバしたぬめりがあることが特徴で
す。このネバネバの主な成分であるムチンに
はたんぱく質を分解する酵素が含まれ、消化
を助けます。夏バテで弱った身体にはうれし
い食材です。

きん じ そう

「飲み“やすい”工夫と“高い”
品質」のジェネリック医薬品を
目指して、ワタシたちが「セン
タク」しているさまざまな取り
組みをご紹介しています。

現在、お飲みになっているおく
すりの名前を入力するだけで、
ジェネリック医薬品があるか
どうか検索できます。ぜひ、
ご利用ください。
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岡山工場・管理棟および
第二倉庫棟の完成に合わせ、
竣工式が執り行われました。

西日本物流センター
（右の建物が増築した自動倉庫）

ジェネリック医薬品の需要増に対して当社製品を安定供
給するため、生産体制、物流体制の増強を進めています。
▶ 生産体制
岡山・山形の2工場の増改築および新棟建設を進めて
います。
岡山工場は、今年4月に管理棟および第二倉庫棟が完成

しました。引き続き増改築工事を進め、2017年3月には生
産能力が現状の25億錠から50億錠に倍増する予定です。
山形工場は、生産能力を現状の25億錠から65億錠に
増加するための増改築および新棟建設工事を今年6月に
開始しました。工期は2018年1月までの予定です。
工事の完了後は、当社の生産能力は大阪工場と合わせ

て3工場合計で140億錠となる計画です。
▶ 物流体制
西日本物流センターの自動倉庫増設工事が完了し、保
管能力が従来の約2.3倍の約14,000パレットとなりました
（3月25日）。東日本物流センターも増強に伴う移転を計画
し、今年6月着工、2017年10月の稼動を予定しています。

140億錠体制に向けて、生産体制・
物流体制の増強が順調に進行中

薬剤師さんとの相談をテーマにした
新聞広告を全国42紙に掲載
今年4月の診療報酬改定を受けて“かかりつけ薬剤
師”の制度ができ、おくすりをはじめ健康に関するあら
ゆる相談ができる薬剤師さんの存在が、患者さんに
とってこれまで以上に重要になっています。患者さん
が「おくすりの専門家」である薬剤師さんにおくすりの
ことを相談してほしいという思いを込めて、「薬剤師さ
んに相談してみませんか。あなたに合った、お薬のこ
と。」と題した新聞広告を全国42紙に掲載しました（2
月29日）。さらに、この広告のポスターを制作し、全国
の保険薬局でご好評いただいています。

一般の皆さんに「飲み“やすく”て
“高い”品質」のジェネリック医薬品を
知っていただくためのイベント出展
当社が目指す「飲み“やすく”て“高い”品質」のジェ

ネリック医薬品への取り組みを一般の皆さんに知っ
ていただくために、さまざまなイベントに出展してい
ます。紙芝居形式のミニステージで、ニガみを包み込
む、小型化、水なしでも飲みやすくなど、さまざまな飲
み“やすい”工夫をご紹介。また、水なしでも飲める
OD錠の服用感を知っていただくために有効成分の
入っていない服用感見本をお試しいただいていま
す。2015年度に6,600名以上に体感していただき、
「安いだけではなく、飲みやすい工夫があるならジェ
ネリック医薬品に替えてみたい」「早速飲んでいるお
くすりをOD錠に替えられないか薬剤師さんに相談し
ます」などジェネリック医薬品やOD錠のセンタクに
つながる感想をいただいています。

当社の取り組みを医療関係者へ広く認知いただく
ため、さまざまな学会でセミナーや展示ブースによる
情報提供活動を行っています。日本医療薬学会年会
で共催したセミナーでは日本総合研究所の理事長・
高橋進様に「骨太2015にみる医療・介護制度改革の
方向性」をご講演いただきました。社会保険の効率化
に向けてジェネリック医薬品の使用が促進されている
ことをお話いただき、約500名の医療関係者が聴講
されました（11月23日）。
また、展示ブースでは新製品のご紹介をはじめ、
ジェネリック医薬品の信頼性向上のために取り組んで
いるT-LEX法（医薬品によるヒトの肝臓への障害リス
クを予測し、先発医薬品と比較する方法）やTOWA-
TDMソフト（薬物の血中濃度などをもとに、患者さん
ごとに投薬計画を立てるためのソフト）などの取り組
みをご紹介しています。

医療関係者への情報提供活動

OD錠が口の中で崩壊する様子を、
服用感見本で体感していただきました。

「東京マラソンEXPO2016」など
さまざまなイベントに出展しました。

TOWA NEWS DIGEST
この半期の主な取り組みをご紹介します。
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科　目
前 期

増 減2015年
3月31日現在

2016年
3月31日現在

（単位:百万円）連結貸借対照表

（単位:百万円）連結損益計算書 （単位:百万円）連結キャッシュ・フロー計算書
連結財務諸表（要約）

当 期

20,526
19,818
5,984
5,000
37,091
6,986
△ 275
95,132

24,170
10,025
8,146
16,427
58,770
1,127
564
1,264
△ 7
1,821
61,719
156,851

17,516
△ 2,851
5,984
1,801
6,913
△ 823
△ 51

28,489

△ 579
888
5,263
2,620
8,192
263

△ 1,335
54
△ 0

△ 1,281
7,174

35,664

3,009
22,669

-
3,198
30,177
7,810
△ 223
66,642

24,750
9,136
2,883
13,806
50,577
864
1,900
1,209
△ 7
3,103
54,544
121,187 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（資産の部）
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
電子記録債権
有価証券
たな卸資産
その他
貸倒引当金

流動資産合計
固定資産
建物及び構築物
土地
建設仮勘定
その他
有形固定資産合計
無形固定資産合計
投資有価証券
その他
貸倒引当金
投資その他の資産合計
固定資産合計
資産合計

1

科　目
前 期

増 減2015年
3月31日現在

2016年
3月31日現在

当 期

6,954
7,182
5,379
258

11,487
31,262

15,067
38,435
1,481
54,984
86,246

4,717
7,870
63,821
△ 5,639
70,769
△ 164
70,605
156,851

△ 5,623
7,182
△ 18

△ 3,107
1,775
208

15,067
19,966
△ 134
34,899
35,107

-
-

5,928
△ 4,999

928
△ 371
556

35,664

12,577
-

5,398
3,366
9,711
31,054

-
18,468
1,616
20,085
51,139

4,717
7,870
57,893
△ 639
69,841
206

70,048
121,187

(負債の部)
流動負債
　　支払手形及び買掛金
　　電子記録債務
　　未払金
　　未払法人税等
　　その他
流動負債合計
固定負債
　　新株予約権付社債
　　長期借入金
　　その他
固定負債合計
負債合計
（純資産の部）
株主資本
　資本金
　資本剰余金
　利益剰余金
　自己株式
株主資本合計
その他の包括利益累計額合計
純資産合計
負債純資産合計

3
4

2

科　目
前 期

増 減2014年4月1日から
2015年3月31日まで

2015年4月1日から
2016年3月31日まで

当 期

82,115
40,261
41,854
30,719
11,134
1,987
2,965
10,157

1
254
9,903
2,247
△ 28
7,684

10,645
5,774
4,870
4,841
28

△ 2,500
2,808

△ 5,280
0
23

△ 5,303
△ 2,123

254
△ 3,433

71,470
34,487
36,983
25,877
11,105
4,488
156

15,437
0

231
15,206
4,371
△ 283
11,118

科　目
前 期

増 減2014年4月1日から
2015年3月31日まで

2015年4月1日から
2016年3月31日まで

当 期

3,732
△ 19,032
27,970
648

13,318
5,208
18,526

△ 4,304
△ 10,802
27,732
160

12,785
532

13,318

8,037
△ 8,230

238
487
532
4,675
5,208

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

5 売上高
売上原価

売上総利益
販売費及び一般管理費

営業利益
営業外収益
営業外費用

経常利益
特別利益
特別損失

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
親会社株主に帰属する当期純利益

たな卸資産
前連結会計年度と比較し、6,913百万円増加しま
した。売上の増加に対応し、製品在庫の積み増し
を行い、安定供給体制の充実に努めています。

有形固定資産合計
前連結会計年度と比較し、8,192百万円増加しま
した。増加する生産数量に対応するための設備増
強などによるものです。

POINT

1

POINT

2

新株予約権付社債
2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社
債を額面総額15,000百万円発行しました。資金調達
方法の多様化に向けた当社の取り組みとなります。

長期借入金
当社グループとして22,000百万円の借入を実施
しました。生産能力増強を目的として岡山工場およ
び山形工場などの設備投資資金に充当いたします。

POINT

3

POINT

4

連結キャッシュ・フロー計算書
▶ 営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フローは3,732百万円
の収入となりました。たな卸資産の増加6,913百
万円などがあったためです。　
▶ 投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フローは19,032百万
円の支出となりました。有形固定資産の取得によ
る支出13,554百万円などがあったためです。　
▶ 財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フローは27,970百万
円の収入となりました。長期借入れによる収入
22,000百万円などがあったためです。

売上高/売上原価/売上総利益
当連結会計年度の当社グループの売上高は、
82,115百万円（前連結会計年度比14.9％増）と
なり、ほぼ当初計画通りとなりました。また、売上
原価率は0.8ポイント悪化したものの、売上総利
益は4,870百万円増加しました。

POINT

5

販売費及び一般管理費
当連結会計年度は、拡大するジェネリック医薬品市
場に対応するため、引き続きＭＲの必要要員を確
保したことなどによる人件費の増加、付加価値製
剤の開発による研究開発費の増加を主な要因とし
て前連結会計年度比4,841百万円増加しました。

POINT

6

POINT

7

6

7

（単位:百万円）連結株主資本等変動計算書（2015年4月1日から2016年3月31日まで）
株主資本

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益累計額

資本剰余金

7,870

-
7,870

利益剰余金

57,893

△ 1,756
7,684

5,928
63,821

自己株式

△ 639

△ 4,999

△ 4,999
△ 5,639

251

△ 155
△ 155
95

退職給付に係る
調整累計額

△ 44

△ 215
△ 215
△ 260

その他の包括利益
累計額合計

206

△ 371
△ 371
△ 164

純資産合計

70,048

△ 1,756
7,684

△ 4,999
△ 371
556

70,605

株主資本合計

69,841

△ 1,756
7,684

△ 4,999

928
70,769

資本金

4,717

-
4,717

2015年4月1日 期首残高
連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当
親会社株主に帰属する当期純利益
自己株式の取得
株主資本以外の項目
連結会計年度中の変動額合計
2016年3月31日 期末残高
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科　目
前 期

増 減2015年
3月31日現在

2016年
3月31日現在
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（単位:百万円）連結損益計算書 （単位:百万円）連結キャッシュ・フロー計算書
連結財務諸表（要約）
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10,025
8,146
16,427
58,770
1,127
564
1,264
△ 7
1,821
61,719
156,851

17,516
△ 2,851
5,984
1,801
6,913
△ 823
△ 51

28,489

△ 579
888
5,263
2,620
8,192
263

△ 1,335
54
△ 0

△ 1,281
7,174

35,664

3,009
22,669

-
3,198
30,177
7,810
△ 223
66,642

24,750
9,136
2,883
13,806
50,577
864
1,900
1,209
△ 7
3,103
54,544
121,187 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（資産の部）
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
電子記録債権
有価証券
たな卸資産
その他
貸倒引当金

流動資産合計
固定資産
建物及び構築物
土地
建設仮勘定
その他
有形固定資産合計
無形固定資産合計
投資有価証券
その他
貸倒引当金
投資その他の資産合計
固定資産合計
資産合計

1

科　目
前 期

増 減2015年
3月31日現在

2016年
3月31日現在

当 期

6,954
7,182
5,379
258

11,487
31,262

15,067
38,435
1,481
54,984
86,246

4,717
7,870
63,821
△ 5,639
70,769
△ 164
70,605
156,851

△ 5,623
7,182
△ 18

△ 3,107
1,775
208

15,067
19,966
△ 134
34,899
35,107

-
-

5,928
△ 4,999

928
△ 371
556

35,664

12,577
-

5,398
3,366
9,711
31,054

-
18,468
1,616
20,085
51,139

4,717
7,870
57,893
△ 639
69,841
206

70,048
121,187

(負債の部)
流動負債
　　支払手形及び買掛金
　　電子記録債務
　　未払金
　　未払法人税等
　　その他
流動負債合計
固定負債
　　新株予約権付社債
　　長期借入金
　　その他
固定負債合計
負債合計
（純資産の部）
株主資本
　資本金
　資本剰余金
　利益剰余金
　自己株式
株主資本合計
その他の包括利益累計額合計
純資産合計
負債純資産合計

3
4

2

科　目
前 期

増 減2014年4月1日から
2015年3月31日まで

2015年4月1日から
2016年3月31日まで

当 期

82,115
40,261
41,854
30,719
11,134
1,987
2,965
10,157

1
254
9,903
2,247
△ 28
7,684

10,645
5,774
4,870
4,841
28

△ 2,500
2,808

△ 5,280
0
23

△ 5,303
△ 2,123

254
△ 3,433

71,470
34,487
36,983
25,877
11,105
4,488
156

15,437
0

231
15,206
4,371
△ 283
11,118

科　目
前 期

増 減2014年4月1日から
2015年3月31日まで

2015年4月1日から
2016年3月31日まで

当 期

3,732
△ 19,032
27,970
648

13,318
5,208
18,526

△ 4,304
△ 10,802
27,732
160

12,785
532

13,318

8,037
△ 8,230

238
487
532
4,675
5,208

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

5 売上高
売上原価

売上総利益
　  販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用

経常利益
特別利益
特別損失

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
親会社株主に帰属する当期純利益

たな卸資産
前連結会計年度と比較し、6,913百万円増加しま
した。売上の増加に対応し、製品在庫の積み増し
を行い、安定供給体制の充実に努めています。

有形固定資産合計
前連結会計年度と比較し、8,192百万円増加しま
した。増加する生産数量に対応するための設備増
強などによるものです。

POINT

1

POINT

2

新株予約権付社債
2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社
債を額面総額15,000百万円発行しました。資金調達
方法の多様化に向けた当社の取り組みとなります。

長期借入金
当社グループとして22,000百万円の借入を実施
しました。生産能力増強を目的として岡山工場およ
び山形工場などの設備投資資金に充当いたします。

POINT

3

POINT

4

連結キャッシュ・フロー計算書
▶ 営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フローは3,732百万円
の収入となりました。たな卸資産の増加6,913百
万円などがあったためです。　
▶ 投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フローは19,032百万
円の支出となりました。有形固定資産の取得によ
る支出13,554百万円などがあったためです。　
▶ 財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フローは27,970百万
円の収入となりました。長期借入れによる収入
22,000百万円などがあったためです。

売上高/売上原価/売上総利益
当連結会計年度の当社グループの売上高は、
82,115百万円（前連結会計年度比14.9％増）と
なり、ほぼ当初計画通りとなりました。また、売上
原価率は0.8ポイント悪化したものの、売上総利
益は4,870百万円増加しました。

POINT

5

販売費及び一般管理費
当連結会計年度は、拡大するジェネリック医薬品市
場に対応するため、引き続きＭＲの必要要員を確
保したことなどによる人件費の増加、付加価値製
剤の開発による研究開発費の増加を主な要因とし
て前連結会計年度比4,841百万円増加しました。

POINT

6

POINT

7

6

7

（単位:百万円）連結株主資本等変動計算書（2015年4月1日から2016年3月31日まで）
株主資本

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益累計額

資本剰余金

7,870

-
7,870

利益剰余金

57,893

△ 1,756
7,684

5,928
63,821

自己株式

△ 639

△ 4,999

△ 4,999
△ 5,639

251

△ 155
△ 155
95

退職給付に係る
調整累計額

△ 44

△ 215
△ 215
△ 260

その他の包括利益
累計額合計

206

△ 371
△ 371
△ 164

純資産合計

70,048

△ 1,756
7,684

△ 4,999
△ 371
556

70,605

株主資本合計

69,841

△ 1,756
7,684

△ 4,999

928
70,769

資本金

4,717

-
4,717

2015年4月1日 期首残高
連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当
　親会社株主に帰属する当期純利益
　自己株式の取得
　株主資本以外の項目
　連結会計年度中の変動額合計
2016年3月31日 期末残高
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金融機関 10.72%

証券会社 2.32%

株主分布状況

代表取締役社長

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

吉田逸郎

大 澤 孝

白川敏雄

薮下啓二

西川義明

森野禎之

前 山 茂

今野和彦

沖本和人

取 締 役

取 締 役

取 締 役

社 外 取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

社 外 監 査 役

社 外 監 査 役

椋 田 隆 司

内 藤 泰 史

長 村 聡 仁

栄 木 憲 和

栗 原 一 夫

皆 木 武 久

森 野 實 彦

三 村 淳 司

取締役及び監査役

（注）持株比率は、自己株式（768,902株）を控除して計算しております。

会社の概況と株式の状況（2016年3月31日現在）

社 名
本 社

代 表 者
創 業
設 立
上場取引所
資 本 金
事 業 内 容

従 業 員 数
取 引 銀 行

研 究 所
工 場
子 会 社

発行可能株式総数
発行済株式総数
１単元の株式数
株主数

(株)吉田事務所
吉田 逸郎
東和薬品共栄会
(有)吉田エステート
メロン バンク｠エヌエー アズ｠エージェント｠フォー イッツ｠クライアント メロン オムニバス｠ユーエス｠ペンション
東和薬品社員持株会
ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント
日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口）
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505224
日本マスタートラスト信託銀行(株)（信託口）

49,000,000株
17,172,000株

100株
6,694名

6,700
485 
442
300
274
249
223
191
175
169

40.84 
2.95 
2.69 
1.82 
1.67 
1.51 
1.36 
1.16 
1.06 
1.03 

東和薬品株式会社
〒571-8580　大阪府門真市新橋町2番11号
TEL：06-6900-9100（代表）
代表取締役社長　吉田 逸郎
1951年6月
1957年4月
東京証券取引所市場第一部（証券コード：4553）
47億1,770万円
医療用医薬品の製造・販売
自社製品　692品目（2015年12月現在）
2,232名（2016年4月1日現在）
三菱東京UFJ銀行 門真支店
みずほ銀行 守口支店
三菱UFJ信託銀行 大阪支店
日本政策投資銀行 関西支店
中央研究所　製剤研究所　京都分析科学センター　尼崎リサーチセンター
大阪工場　岡山工場　山形工場
ジェイドルフ製薬株式会社（医療用医薬品の製造販売）
大地化成株式会社（医薬品原薬・中間体の研究開発及び製造）

株主名 持株数 持株比率
千株 ％

会社概要

2015年12月収載

株式の状況

大株主一覧（上位10名）

金融機関 
0.51%

個人・その他
94.53％

証券会社 0.67%
国内法人 1.39%

外国法人等 2.90%

国内法人
43.08％

外国法人等
18.19％

個人・その他
25.69％

株主数比率

株式数比率

など7成分15品目を発売しました。

など6成分11品目を発売しました。

2016年6月収載

主力製品

抗精神病薬・双極性障害治療薬
オランザピン

OD錠2.5mg／5mg／10mg
錠2.5mg／5mg／10mg
細粒1％「トーワ」

持続性Ca拮抗薬／HMG-CoA還元酵素阻害剤
アマルエット配合錠

1番／2番／3番／4番「トーワ」

選択的セロトニン再取り込み阻害剤
セルトラリンOD錠
25mg／50mg「トーワ」

慢性心不全治療剤（1.25mg/2.5mg）／
頻脈性心房細動治療剤（2.5mg）
カルベジロール錠

1.25mg／2.5mg「トーワ」

選択的AT1受容体ブロッカー／持続性Ca拮抗薬合剤
アムバロ配合錠「トーワ」

選択的セロトニン再取り込み阻害剤
セルトラリン錠

25mg／50mg「トーワ」

高血圧症・狭心症治療剤　持続性Ca拮抗剤
アムロジピン
プロトンポンプ・インヒビター
ランソプラゾール
HMG-CoA還元酵素阻害剤
ピタバスタチンCa

OD錠2.5mg／5mg／10mg、錠2.5mg／5mg／10mg「トーワ」

OD錠15mg／30mg、カプセル15mg／30mg「トーワ」

OD錠1mg／2mg／4mg、錠1mg／2mg／4mg「トーワ」
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金融機関 10.72%

証券会社 2.32%

株主分布状況

代表取締役社長

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

吉田逸郎

大 澤 孝

白川敏雄

薮下啓二

西川義明

森野禎之

前 山 茂

今野和彦

沖本和人

取 締 役

取 締 役

取 締 役

社 外 取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

社 外 監 査 役

社 外 監 査 役

椋 田 隆 司

内 藤 泰 史

長 村 聡 仁

栄 木 憲 和

栗 原 一 夫

皆 木 武 久

森 野 實 彦

三 村 淳 司

取締役及び監査役

（注）持株比率は、自己株式（768,902株）を控除して計算しております。

会社の概況と株式の状況（2016年3月31日現在）

社 名
本 社

代 表 者
創 業
設 立
上場取引所
資 本 金
事 業 内 容

従 業 員 数
取 引 銀 行

研 究 所
工 場
子 会 社

発行可能株式総数
発行済株式総数
１単元の株式数
株主数

(株)吉田事務所
吉田 逸郎
東和薬品共栄会
(有)吉田エステート
メロン バンク｠エヌエー アズ｠エージェント｠フォー イッツ｠クライアント メロン オムニバス｠ユーエス｠ペンション
東和薬品社員持株会
ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント
日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口）
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505224
日本マスタートラスト信託銀行(株)（信託口）

49,000,000株
17,172,000株

100株
6,694名

6,700
485 
442
300
274
249
223
191
175
169

40.84 
2.95 
2.69 
1.82 
1.67 
1.51 
1.36 
1.16 
1.06 
1.03 

東和薬品株式会社
〒571-8580　大阪府門真市新橋町2番11号
TEL：06-6900-9100（代表）
代表取締役社長　吉田 逸郎
1951年6月
1957年4月
東京証券取引所市場第一部（証券コード：4553）
47億1,770万円
医療用医薬品の製造・販売
自社製品　692品目（2015年12月現在）
2,232名（2016年4月1日現在）
三菱東京UFJ銀行 門真支店
みずほ銀行 守口支店
三菱UFJ信託銀行 大阪支店
日本政策投資銀行 関西支店
中央研究所　製剤研究所　京都分析科学センター　尼崎リサーチセンター
大阪工場　岡山工場　山形工場
ジェイドルフ製薬株式会社（医療用医薬品の製造販売）
大地化成株式会社（医薬品原薬・中間体の研究開発及び製造）

株主名 持株数 持株比率
千株 ％

会社概要

2015年12月収載

株式の状況

大株主一覧（上位10名）

金融機関 
0.51%

個人・その他
94.53％

証券会社 0.67%
国内法人 1.39%

外国法人等 2.90%

国内法人
43.08％

外国法人等
18.19％

個人・その他
25.69％

株主数比率

株式数比率

など7成分15品目を発売しました。

など6成分11品目を発売しました。

2016年6月収載

主力製品

抗精神病薬・双極性障害治療薬
オランザピン

OD錠2.5mg／5mg／10mg
錠2.5mg／5mg／10mg
細粒1％「トーワ」

持続性Ca拮抗薬／HMG-CoA還元酵素阻害剤
アマルエット配合錠

1番／2番／3番／4番「トーワ」

選択的セロトニン再取り込み阻害剤
セルトラリンOD錠
25mg／50mg「トーワ」

慢性心不全治療剤（1.25mg/2.5mg）／
頻脈性心房細動治療剤（2.5mg）
カルベジロール錠

1.25mg／2.5mg「トーワ」

選択的AT1受容体ブロッカー／持続性Ca拮抗薬合剤
アムバロ配合錠「トーワ」

選択的セロトニン再取り込み阻害剤
セルトラリン錠

25mg／50mg「トーワ」

高血圧症・狭心症治療剤　持続性Ca拮抗剤
アムロジピン
プロトンポンプ・インヒビター
ランソプラゾール
HMG-CoA還元酵素阻害剤
ピタバスタチンCa

OD錠2.5mg／5mg／10mg、錠2.5mg／5mg／10mg「トーワ」

OD錠15mg／30mg、カプセル15mg／30mg「トーワ」

OD錠1mg／2mg／4mg、錠1mg／2mg／4mg「トーワ」

www.towayakuhin.co.jp     1413   TOWA REPORT

製品の紹介



毎年４月１日から翌年３月３１日まで

6月に開催

３月３１日、９月３０日

100株

電子公告によって行います。
http://www.towayakuhin.co.jp/ir/stock/koukoku.html
但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告
ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

東京都千代田区丸の内1丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

〒541-8502
大阪市中央区伏見町3丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
電話：0120-094-777（通話料無料）

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

剰余金の配当の基準日

1 単 元 の 株 式 数

公 告 掲 載 方 法

株主名簿管理人ならびに
特別口座の口座管理機関

同 事務取扱場所
（お問い合せ先）

◎住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
口座を開設されている証券会社等にお申出ください。なお、特別口座に記録
された株式に関する各種お手続きにつきましては、特別口座の口座管理機関
である三菱UFJ信託銀行株式会社にお問い合わせください。

◎未払配当金の支払について
 株主名簿管理人である三菱UFJ信託銀行株式会社にお申し付けください。

〒571-8580　大阪府門真市新橋町2番11号
TEL:06-6900-9100（代表）
http://www.towayakuhin.co.jp
皆様からのアクセスをお待ちしています。

当社は営業所の新設や移転による販売流通網の整備を進め、代理店
63ヵ所・営業所63ヵ所を拠点に、営業・販売活動を行っています
（2016年3月31日時点）。今後も引き続き「東和式直販体制」のさらな
る強化を図ってまいります。

:代理店 :営業所

報道ステーション テレビ朝日系24局ネット
毎週月曜日 21：54-23：10

火曜サプライズ 日本テレビ系28局ネット
毎週火曜日 19：00-19：56

次のテレビ番組を提供しています。

:この半期（2015年10月1日～2016年3月31日）に新設された営業所

東海地区

甲信越地区
●長岡営業所 ●新潟営業所 ●甲府営業所 
●長野営業所  ●松本営業所

近畿地区
●滋賀営業所     ●京都営業所 
●京都南営業所  ●福知山営業所
●北大阪営業所  ●大阪営業所
●八尾営業所  　●南大阪営業所 
●奈良営業所     ●神戸営業所
●宝塚営業所 　 ●姫路営業所
●和歌山営業所

北海道地区
●札幌営業所 ●函館営業所

東北地区
●青森営業所 ●盛岡営業所
●仙台営業所 ●秋田営業所
●山形営業所

●浜松営業所 ●豊橋営業所 ●名古屋営業所
●名古屋南営業所 ●岐阜営業所　●四日市営業所
●松阪営業所 

関東地区
●つくば営業所 ●水戸営業所
●群馬営業所 ●荒川営業所
●東京中央営業所 ●　飾営業所 
新宿営業所 ●世田谷営業所

●品川営業所 ●練馬営業所 
●昭島営業所 ●府中営業所
●厚木営業所 ●横浜北営業所
●横浜南営業所

中国・四国地区
●鳥取営業所 ●松江営業所 ●福山営業所
●周南営業所 ●高松営業所 ●徳島営業所 
●高知営業所 ●松山営業所 ●宇和島営業所

九州・沖縄地区
●北九州営業所 ●福岡営業所 ●久留米営業所 ●佐賀営業所
●唐津営業所 ●長崎営業所 ●佐世保営業所

★

◎見通しに関する注意事項
当報告書の記載内容のうち、歴史的事実でないものは将来に関する見
通しおよび計画に基づいた将来予測です。これらの将来予測には、リスク
や不確定な要素などの要因が含まれており、実際の成果や業績などは記
載の見通しとは異なる場合がございます。

FSC森林認証紙を使用しています。

株主メモ 営業・販売拠点のご紹介

TOWA 
REPORT

株主のみなさまへ
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業績の概要
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TOWA NEWS DIGEST
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第60期
事業のご報告
2015年4月1日～2016年3月31日
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